
建築基準適合判定資格者検定において使用可能な法令集は以下のとおりです。

☑チェックポイント２ 法令集は１冊のみか

☑チェックポイント１ 使用可能な法令集か

使用可能法令集について

国土交通六法
（社会資本整備編）
東京法令出版 発行

建築関係法令集
井上書院 発行

建築関係法令集
（法令編）（法令編S）（告示編）

総合資格学院 発行

基本建築関係法令集
（法令編）（告示編）
井上書院 発行

建築基準法令集
（法令編）（告示編）
技報堂 発行

建築設備関係法令集
井上書院 発行

建築基準法規集
新日本法規出版 発行

建築基準法関係法令集
建築資料研究社
日建学院 発行

基本建築基準法関係法令集
建築資料研究社
日建学院 発行

建築基準関係法令集
TAC出版 発行

建築基準法令集
オーム社 発行

はい いいえ
検定会場への持込は認められません。

※その他使用可能なもの
建築六法、全国加除法令出版 発行、建築基準法令集（様式編）技報堂発行

はい いいえ
・Ａ出版社「法令集」とＡ出版社の「告示編」

・Ａ出版社「法令集」とＢ出版社の「告示編」

・Ａ出版社「法令集（告示の一部）」とＡ出版社の「告示編」

・Ａ出版社「法令集（告示の一部）」とＢ出版社の「告示編」

※いずれの場合も出版年がそれぞれ異なっていても可。

複数冊の持込が認められる例



使用可能法令集について

☑チェックポイント３ 認められる書き込み等の範囲

１．条文等の順序の入替及び関連条文等の挿入を行っていないこと（条文等の省略は認められる）
２．次に掲げる簡単な書込み及び印刷以外に解説等を付していないこと
イ．目次、見出し及び関連法令・条文等の指示（法令、章、節、条等の名称、番号及び掲載ページを限度とする）
ロ．改正年月日
ハ．アンダーライン
ニ．〇、△、×の記号

はい いいえ
消す、塗りつぶすなど、是正対応が必要となります。

☑チェックポイント４ 会場での法令集チェック

検定当日、会場にて事務局によるチェックを受けた法令集のみ使用が認められます。
チェックポイント３で認められていない書き込み等については担当官の指示に従い、是正を行ってください。

はい いいえ

チェックを受けていない法令集を使用した場合、退場を命じます。

その他の法令集に関する問合せはこちら（hqt-kenchikushi@ki.mlit.go.jp）

建築基準適合判定資格者検定へ

Ｑ１.法令集の持ち運び等がしやすいように、1冊の法令集を２分割に切って使
用している場合、1冊として認められますか。

Ａ１．1冊の法令集を単純に分割しているものであれば、1冊として持込可能です。ただし、
条文の入れ替えや挿入がされている場合は、認められません。

Ｑ２.法令集（告示が一部掲載されているもの）と告示編（告示のみ）との組み
合わせは持ち込みＯＫですか。

Ａ２．一部の告示は重複いたしますがチェックポイント２に記載のとおり、１セットとして
認められます。その場合、出版社がそれぞれ異なっていても認められます。

Ｑ３. 考査Ａと考査Ｂで使用する法令集を分けることは可能ですか。

Ａ３．双方とも法令集チェックを受けていれば認められます。ただし、同時使用は認められ
ないため、使用しない法令集を事務局に預けることが必要です。

Ｑ４. 出版社が発行している正誤表や追録の持ち込みは可能ですか。

Ａ４．正誤表の持ち込みは認められませんので、必要な方は正誤表における正しい標記を法
令集に書き写して下さい。追録は法令集にそのまま挟み込んであれば持ち込み可能です。
切り貼りしたもの等は認められません。

Ｑ＆Ａ



（参考）書き込み例

●認められる書き込み等の例

●認められない書き込み等の例(条文の次に関連の別表を挿入)



（参考）書き込み例

●認められない書き込み等の例(解説を付した場合)

●認められない書き込み等の例(早見表に相当するもの)

次の条文に関連して、表を書込み又は貼付しているもの（早見表に相当するもの）
・建築基準法第55条
（第一種低層住居専用地域又は第二種低層住居専用地域内における建築物の高さの限度）
・建築基準法第56条（建築物の各部分の高さ）
・建築基準法第56条の２（日影による中高層の建築物の高さの制限）



（参考）書き込み例

●認められない書き込み等の例(解説を付した場合)


